
復興まちづくりの伝承 ～取組から得られた教訓 大規模災害に備える自治体に向けて～ 概要版  
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【復興まちづくりの伝承について】 
 本県の沿岸被災市町が、どのように復興まちづくり事業に取り組
んできたかに焦点をあてて、実際に行われた取組と、その取組から
得られた教訓について、沿岸被災市町の職員からヒアリング等を
実施してとりまとめたもの 
 取組内容を「初動期段階」「事業計画段階」「事業実施段階」
の３つに区分し、震災からの復興の手順と事前や事後対応のポ
イントとして整理したもの 

●文献調査 
津波被害からの復興まちづくりガイダンス（国交省） 
各種復興まちづくり事例集 等 

●沿岸市町への 
アンケート調査 

対象：沿岸被災 15 市町 
期間：令和２年 10 月 13 日～30 日 

●沿岸市町への 
ヒアリング調査 

対象：沿岸被災 13 市町※ 
期間：令和 3 年 1 月 7 日～22 日 

●課題抽出と 
ポイント整理 

事前対応のポイントとりまとめ 
事後対応のポイントとりまとめ 

【検討プロセス】 

東日本大震災の教訓を後世へ伝承すること、また、今後大規模
地震の発生が懸念される自治体のまちづくり事業における事前・
事後対策の取組の一助となる資料を作成 

１.被災現況調査 

２.建築制限の検討 

３.住民等意向 
調査 

４.震災復興計画 
の策定 

１.災害危険 
区域の指定 

２.事業計画の検討 

３.事業実施体制 
の検討 

１.設計 

２.用地買収 

４.引き渡し 

取組項目 
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①被災状況からの建築制限の必要性の判断 
②区域の現地での明示，変更範囲の周知 

①被災者データベースの構築 
②他部局との連携による意向把握方法の検討 
③意思決定に必要となる情報提供 被災した防災対策庁舎 

③事業者意向を踏まえた産業団地の計画策定 
産業構造の変化に応じた新たな産業基盤整備 

地形特性・被災教訓をふまえた新しい考え方に基づく震災復興計画策定 

①地域の実情を踏まえた津波シミュレーション条件の設定 
②災害危険区域の設定と地域への丁寧な説明 

①外部経験者の招聘，複数事業の連携 
②地域住民からの情報収集 

①応援職員などによるマンパワーの確保，知識・経験を有する
組織・人材の支援確保 

②復興事業の段階に応じた組織体制の見直し 
複数の事業の連携により整備された災害公営住宅 

①ワークショップなどの実施 
②住民の意向変化に対応した設計の修正 
①登記簿地籍での用地買収 
②金融機関の協力による抵当権の抹消 
③相続未了用地の地権者に対する司法
書士などの活用の提案 

①既存制度を最大限活用した早期着手の検討 
②定期的な意向調査と計画の柔軟な見直し 
需要が確定したエリアからの段階的な整備 

まちづくりワークショップの実施 

①関係機関との連携による早期引き渡し 
工事完了前の宅地申し込み 

②土地の利活用に向けたマッチングの検討 土地利活用のマッチング 

被災市街地

被災市街地復興土地区画整理事業

津波復興拠点整備事業

防災集団移転促進事業

【対象とする市町と事業】 
対象とする自治体は、本県沿岸部で津波被害を受けた 8 市 7 町 
対象とする事業は、復興まちづくりにおける防災集団移転促進事業、被災
市街地復興土地区画整理事業、津波復興拠点整備事業の 3 事業 

①津波シミュレーションの
事前検討 

②移転候補地の事前の
抽出 

①自治体間の災害協
定に基づく応援職員
の検討 津波シミュレーションによる災害

危険区域の事前想定 

①防災協定による自治体間の相互支援体制の
構築 

②市町庁舎の安全性確保とデータのバックアップ 

①検討体制の確保と判断基準の事前検討 

②商工会との連携による事業者リストの作成 

①復興まちづくり検討体制の明確化 
地域に精通した学識経験者やコンサルタント等
との協定の締結 

②復興まちづくりの事前検討 

①発注手続きの期間短縮に寄与する準備の実施 

抵当権抹消に関する事前調整 

①住民意向の反映 
②住民意向の変化 

①移転元地の買収 
②移転元地の抵当権処理 
③移転元地の相続未了用地の処理 

①非常時対応による職員の不足 
②市町庁舎の被災とデータの滅失 

①制限の必要性の判断 
②区域指定後の段階的な見直し 

①所在不明の被災者の存在 
②事業者の再建意向の把握 
③再建方法に関する意思決定の難しさ 

①人材不足 
②土地利用検討に要する膨大な時間と
人手 

③基幹産業の早期再建 

①宅地の早期引き渡し 
②未活用宅地の活用促進 

【各取組段階における対応のポイント】 
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課題（一例） 事前対応のポイント（一例） 

〔L2 津波への対応〕三陸沿岸リアス地形のケース 

事後対応のポイント（一例） 

④売買又は賃貸借の交渉及び契約 

③物件問合せ 

①申込書(登録) 

③物件問合せ 

②HP 公開 
南
三
陸
町 

土
地
所
有
者 

（
売
り
た
い
方
、
貸
し
た
い
方
） 

利
用
所
有
者 

（
買
い
た
い
方
、
借
り
た
い
方
） 

意向調査（アンケート） 

※15 市町中 3事業を行っていない利府町・松島町を除く 

①国土調査の実施 
②抵当権抹消に関する金融機関との事前の調整 

３.工事 

①津波シミュレーションによる土地利用困
難地域の発生 

②住民からの区域縮小の要請 

①最適な事業選択の難しさ 
②移転先選定の長期化 

①人材やノウハウの不足 
②復興事業の段階に応じて変化する事
業内容 

①土地区画整理事業の早期工事着手 
②宅地需要の増減への対応 


